









わが国における付加価値研究は 1970 年代から 1980
年代に遡ることができ, そのルーツは生産性会計ない
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よる従業員, 消費者や地域住民等への社会的利益全般 (社会的業績または社会的観点からの経営成果) をカバー
する形で測定できるようになるのかを念頭に, 社会的業績管理会計の構築可能性を示すことである.
本研究では, 付加価値会計および付加価値管理会計の基本的論点を再確認したうえで, 第 1に, とくに京セ
ラの付加価値管理会計に関する先行研究の主要論点とそこで評価されている時間当たり採算計算における社会
的業績の測定・評価のための指標・尺度や仕組みについて, その有無を含め検討する. 第 2に, それを通じて
労働収益には一定の測定指標・尺度の存在が窺えるものの, 消費者や地域住民等, さらに広い利害関係者の利
益測定に関わる指標・尺度等は見られないことなどに照らし, 先行研究における京セラ管理会計への ｢過大評
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会計への ｢過大評価｣ に対する疑義を提示する. その












ン (M.R. Lehmann) である. この会計思考の基礎
には, 企業を社会的・経済的な富を創出し一定の割合
で社会に分配する社会的な機関としてとらえるという
考え方がある (小川 1996：1189). わが国における付
加価値会計研究は, 1970 年代から 1980 年代に遡るこ






生産性の測定と分配に関する統計』 を 1965 年から発





労働収益とは労働所得, 人件費を指す (水野 2015：
131-132). ｢労働収益の主要部分は, もちろん賃金給
料であるが, そのほか法的社会費, 任意的社会費, そ








































た環境付加価値計算書がある (大坪 2014：49). 環境
付加価値計算書の先行研究を挙げれば, 山上 (1994,
1996), 郡司 (2004a, 2004b) などがある. 山上は,
環境付加価値計算書について, ｢『付加価値』 を出発数
値として, それから 『環境に与えたマイナス要因』 を
控除して, 企業の 『社会的利益』 に近い数値を算定し























なければ安易に 『結合』 しうるものでもなく, したがっ









測定指標である. 他方, 企業活動における ｢社会的観
点からの経営成果｣ ともいうべき環境保全 (貢献) 度
は社会的性格 (社会的利益) をもつ業績測定指標とな
る. 環境のみならず, 従業員, 顧客, 地域住民等の利
益は上記 ｢私的利益｣ に対して社会的性格をもつ利益
(→社会的利益) と考えられうる. 付加価値管理会計














能性があること, したがって, 第 3にその分析を通し
て逆に社会的業績管理会計の構造要件を探りうること
の 3点が挙げられる. 京セラは経営理念に ｢全従業員

















上總・澤邉 (2005, 2006), 潮 (2006, 2008), 上總
(2007, 2008, 2010a, 2010b), 澤邉 (2010), 廣本・




こと｣ (稲盛 2014：38) である.
澤邉によれば, 経営理念の ｢全従業員の物心両面の
幸福を追求する｣ に象徴されている考え方が, 京セラ
フィロソフィの ｢大家族主義｣ である (澤邉 2010：
93). 田中は ｢『大家族主義』 のもと, 会社全体の視点
・・・・・・・
で 『トータルの利益を最大にする』 ことで 『全従業員
・ ・・・・・・・・
の物心両面の幸福』 を増進することが, 各アメーバに
とって 『本来の使命』 である｣ (田中 2017：201 傍
点引用者) と指摘している.
































それに対し, 従業員, 顧客, 地域住民, 環境等の利益
は上記 ｢私的利益｣ に対して社会的性格をもつ利益
(→社会的利益) と考えることが可能である. 本研究
ではそうした ｢社会的利益｣ のうち, まず従業員の利
益に焦点を定めて, ｢社会的業績｣ の測定・評価の指
標・尺度, 仕組み・システムについて論ずる.













































確認するうえで, リーマンショック (2008 年) の
前年平成 19 (2007) 年度から平成 28 (2016) 年度ま








は概ね従業員平均給与に 100 万円～300 万円を加算し




(2009 年版)』 (平成 21 年 4 月 24 日) の調査では, 労
働生産性が高い大企業は従業員 1人当たりの給与額も
高い傾向が確認されている (中小企業庁 2009：213-







……. この賃率は, 京セラでは, 個人や個々のアメー
バの平均ではなく, 会社全体の平均値が示されている
……. 会社平均の賃率は, いくら以上なら食べていけ
るという目安となっている｣ (三矢 2003：100). この

















出所：京セラ 『有価証券報告書』 (2008‐2017) より筆者作成.
y = 0.1619x + 5.1297 




































実績｣, ｢有給休暇取得率｣ ｢有期雇用人数｣, ｢女性管
理職比率｣, ｢障がい者雇用比率｣, ｢福利厚生制度｣,
































2015 年 9 月に国連で持続可能な開発目標 (Sustai-
nable Development Goals：以下 SDGs) が採択され
た. SDGsとは貧困, 飢餓のような途上国よりの問題
から, 気候変動, 産業革新のような先進国も包含する
課題を含む 17 の目標, 169 のターゲットと評価指標
からなる世界共通の開発目標である.




れた. その成果である SDGs 実施指針が 2016 年 12
月に閣議決定され, わが国の 8つの優先課題を定義し,
140 の具体的施策を掲げている.






｢分権化｣ ともいうべき動きは, 共同 (国民) 経済総
体に対し私 (企業) 経済がその構成要素として分権化
された存在であることを意味すると捉えうるし, 企業
の ｢私的経営成果｣ ではなく ｢社会的観点からの経営
成果｣ の測定を目指すものとも考えられる.
管理会計の概念規定としては, アメリカ会計学会
(American Accounting Association－略称 A.A.A.)
の 1958 年度 『管理会計委員会報告書』 に, 予算編成
および計画設定により目的を設定し, 実績を計画およ
び予算と比較し, 差異分析を経て是正措置を採ること
福祉社会開発研究 第 14 号
60
が挙げられている (A.A.A.＝1975：33-35, 151-154).
また, A.A.A.の A Statement of Basic Accounting
Theory (1966：ASOBAT) は, ｢経営管理者の情報
に対する要求に応えるために, 第 2章で勧告した会計
情報の基準が適用される｣ (A.A.A.＝1969：55) とす
る. 会計情報の基準とは目的適合性, 検証可能性, 普







































れるという井尻の指摘がある (井尻 1998：128). そ
のため, 利害関係者の社会的費用・社会的利益を論じ



















(足立 2012：204). 足立の指摘は, 次のように考えら
れる. 付加価値で考えれば, 個別企業の付加価値額は
国内 GDPの一部であるのに対し, 環境負荷で考えれ
ば, 個別企業の CO2 排出量は国内総 CO2 排出量の一
部である. 個別企業の付加価値額は増加が求められ,
他方で CO2 排出量は減少が求められる. 社会的観点
からすれば, この 2つの指標が同一でないことは明ら
かである. CO2 排出量に限らず, SDGs等に関連した
同一でない指標を社会的観点から情報システムとして





こと) をベースに構築することで, 企業の ｢私的経営














動の対象範囲を株主, 従業員, 消費者, 地域住民, 一
般大衆等のステークホルダー別に列挙することである
(山形 1977：248, 251). 第 2 のステップは, 企業が
各ステークホルダーのための目標をどの程度達成した
かを測定する指標・尺度・仕組み等の手法を開発する
ことである. (山形 1977：248). 第 3 のステップは,
業績目標を決めること (たとえば, 工場の大気汚染の


































形 1977：250). しかし, SDGs等をはじめとする企
業の社会的責任に対する認識が深まりつつある現在で
は, その認識に応じたレベルの拡張可能性があると考
























置を採ること) を軸に, 共同 (国民) 経済総体に対し
私 (企業) 経済がその構成要素として分権化された存
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